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大正期の製造間接費計算論
平林喜博
I 序言
イギリスやアメリカの工業会計発達史（論）の研究は着々と進んでいる。
とりわけ，工業会計の中心的な課題である製造間接費計算論は，多くの研
究がなされ，今日一応の成果をみるに至っている。
しかし，ひとたぴわが国における工業会計の発展過程の研究をみてみる
と，イギリスやアメリカのそれにおよばないことは周知のところである。
その理由は種々あろうが，主たる要因は，わが国の工業会計の発達が後発
グループに属することであろう。しかしながら，わが国はわが国なりに先
進諸国の工業会計から多くのことを学ぴ，その導人をはかり，一定の成果
をあげてきたといえる。その意味で，わが国の工業会計発逹史（論）の研
究が促迫されているのではなかろうか。
本稿は，わが国の大正期の製造間接費計算論を考察しようとするもので
ある。さきに資料としてではあるが，「明治期における工業会計n」および
「大正期における工業会計2)」を筆者は公表したが，本稿はその続編であ
る。したがって，前稿と同様に取り上げた資料は，大正期の工業簿記ある
1)「明治期における工業会計」黒田全紀編著『会計の国際的動向』同文舘， 1997年．
第10章参照。
2)「大正期における工業会計」『研究年報『経済学』（東北大学）』第58巻第 4号． 1997
年．参照。
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いは原価計算に関する著書九点である3)。しかもこれら諸資料を検討・吟味
して論じるよりは，各資料の忠実な紹介に主たる重点をおいている。わが
国の工業会計発達史論にとって，このような作業が必要であろうと考える
からである。
I 大正期の製造間接費計算論
まず，旦 睦良訳書『工場原価計算論』をみてみよう。旦教授の訳書に
よれば，製造間接費は材料費，労務費につぐ牙三要索と位置づけられ，「此
はoverheadchargeと云ひExpenseBurdenと云ふも等しく直接労銀及
ぴ原料以外に製品の原価を構成する他の費用を指示する所のものたりり」
と規定している。そして，この製造間接費は最近に至るまでかえりみられ
ることがなかった， という。しかし，機械の使用等によりこの製造間接費
が増加するに至り，索価のみの計算では不十分となり，ここに製造間接費
3)本小文で取り上げた文献はつぎの九点である。
エドワード・ピー・モクセイ著旦 睦良訳『工場原価計算論』帝国会計協会，大正
4年。
吉田良三著『工場会計』同文舘，大正6年。
吉田良三著『工業簿記』同文舘，大正7年。
組谷定治郎氏校閲 高塚 栄訳著『製造業と原価計算法』紡織雑誌社，大正7年。
中西新兵衛著「工業会計精義」宝文館，大正10年。
原口亮平解説「ほーきんす氏工場会計』宝文館，大正10年。
橋本良平著『近世工業簿記』文稚堂書店，大正11年。
鹿野清次郎閲 茂木英雄著『工業簿記』松邑三松堂，大正12年。
柳楽健治著『工業簿記講義』共立社，大正13年。
なお， H本会計研究学会編集の「近代会計百年』（森山書店，昭和53年）の文献目録
(I)＜年代順〉では，大正期に渡部義雄著「能率本位原価計算法（大正15年）が刊
行されているむね記されているが，遺憾ながら収集できていないので本小文では割
愛している。
4)旦 睦良訳「前掲書』 69ページ。以下，文献からの引用は事情に応じて当用漢字
になっていることをお許し願いたい。
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計算の必要性が生じるに至る。しかも，「競争の激甚なる結果は間接費を正
確に計算せざる素価計算法は価格決定上適確なる観念を供給せざるの事実
を明にし5)」たと旦訳書はいう。
かくして，製造間接費を配賦して製品の原価を求めるのであるが，その
製造間接費の配賦についていくつかの方法があると旦訳書は述べている。
いま，その各方法を示せばつぎのようになる丸
(1)直接労銀に対する一定歩合によるもの
(2)直接労働時間に対する一定費用によるもの
(3)原料価に対する一定歩合によるもの
(4)素価に対する一定歩合によるもの
(5)機械率を基礎とするもの
(1)は今日いうところの直接労務費法であろう。以下(2)は直接労働時間法，
(3)は直接材料費法，（4）は直接原価法であろう。 (5)は機械時間法であって，
「間接費転妹の最良の方法にして且つ最正確なる方法は機械率と称するも
の是なりn」と旦訳書は述べている。また，「此は機械の各部門或は経路に
甚きて間接費を分配するものにして，実際上の賦課の困難は各部門及び方
法に課すべき一定率を確定する点に存す。然ども此困難は吾人が間接費を
構成する各種の要素を科学的に分類せば容易に除却するを得べし8)」とい
う。したがって，旦訳書のいう機械時間法はチャーチのいう科学的機械時
間法といえるかもしれない。しかし，旦訳書を詳細にみると，諸機械の種
類，性能，価額，大きさ等を考慮せず，諸機械を一律に取り扱い，機械の
総運転時間でもって製造間接費を除し，機械率を求め配賦しているようで
ある。その意味で，科学的機械時間法と断定できない。
ところで，ここでの製造間接費の総計および機械の運転時間が予定であ
5)且睦良訳「前掲書』 70ページ。
6)旦睦良訳「前掲書』 71ページ。
7)且睦良訳「前掲書』 79ページ。
8)且睦良訳「前掲書』 79-80ページ。
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るとすれば，実際との差異が生じる。旦訳書は「補足率」を用いて調整す
るという。いま勘定仕訳で示せばつぎのようになる。
製造 XXX 間接費 XXX 
非運転能力 XXX 
かくして，「工場の効程を最もよく表示するものは即非運転能力勘定な
り。間接費総額に対する此比率を採れば一見以て機械運転上の成功如何を
知るに足るべければ也門と結論づけている。しかしてこの非運転能力勘定
はチャーチの主張した「補充率」を想起させる。
さて，吉田良三著『工場会計』をみてみたい。吉田教授は，原価を材料，
工賃，費用に分類している。そして費用は「一般に間接費として知らるる
も仔細に之を検すれば費用にも亦次の二種あり皿」という。すなわち直接費
用と間接費用とがそれである。前者が直接経費であり，後者が文字通り間
接費であることは容易に理解できよう。
ところで，この間接費には製造間接費と一般間接費とがあると吉田教授
はいう。製造間接費は「工場にて製造に関連し発生する間接費の総称にし
て，……之が直接費の如く特定の製品又は特定の仕事に対し直接負担せし
、、、、、、、、、、、、、、、、、
むること能はざるの点にあり。……従て製品の原価計算の正否は主として
、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、
各製品に対する製造間接費の配賦が公平正確なるや否やに依て決せられ
るm」ものである。一方，一般間接費は「製造には何等の関係を有せず，専
ら其事業の販売及経営に関し生ずる費用12)」である。かくして，「如何なる
製造業に於ても原価計算上の最大困難は間接費及其配賦にありて，原価の
正否は一に懸って此費用の配賦が適当なりや否やにあり 13)」と吉田教授は
述べて，間接費の配賦計算論の重要性を強調している。
9)旦睦良訳『前掲書』 100ペー ジ。
10)吉田良三著『工場会計』 23ページ。
11)吉田良三著『前掲書』 25-26ページ。
12)吉田良三著『前掲書』 26ページ。
13)吉田良三著「前掲書」 111-112ページ。
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そこで，間接費の配賦であるが，吉田教授は間接費配賦法としてつぎの
五法をあげている 14)。
(1)直接工賃標準法
(2)労働時間標準法
(3)材料標準法
(4)元価標準法
(5)機械率標準法
それぞれ今日というところの(1)直接労務費法，（2）直接労働時間法，（3）直
接材料費法，（4）直接原価法，（5）機械時間法に照応する。ただ，注目すべき
は(5)の機械時間法（＝機械率標準法）であろう。大正期を通じて，著書の
資料文献を通じて吉田教授ほどこの配賦法について詳論しているものは他
にない。
そこで，この配賦法について吉田教授の論述をみることにしよう。吉田
、、、、、、、、、、、、、、、、、、
教授によれば，機械率標準法は「製造作業が専ら機械に依る場合に於ては
、、、、、、、、、、、
最良の間接費配賦法たり 15)」という。そして機械率標準法は「一切の製造間
接費を各機械に配賦し之を其作業時間数にて除し，作業一時間に係る各機
械の経費率を見出だし，之を以て各製品への間接費配賦額を決するもの16)」
であるという。
また，舌Jj目すべき論述は部門別計算について，この時期に詳論している
ことである。吉田教授はいう。「機械率配賦法は最初に先づ間接費を各製造
部門に分割し，之を各部門別の下に適用するを要し，此前提的手続を履ま
ず工場全体の間接費を各機械へ直接に配賦せんとせば必ずや失敗に終わる
べきなり。故に此主義の配賦法に就ては最初に間接費の部門別分割を行ふ
、、、、、、、、、、、、、、、、
を以て之が適用に絶対必要条件とす。 17)」また「凡そ間接費の理想的配賦法
14)吉田良三著『前掲書』 149-150ペー ジ。
15)吉田良三著「前掲書』 168ペー ジ。
16)吉田良三著『前掲書』 169ペー ジ。
17)吉田良三著『前掲書』 170ページ。なお，小林健吾教授の論考「工業会計における
部門費勘定の処理」（小林健吾編著『日本会計制度成立史』所収）を参照されたい。
74 (314) 
?
42 
? ? ? ?
としては工場にて発生する一切の費用を各製品へ直接費として配賦するに
あり，而かも之は不可能なるが故，実行し得る範囲に於ての理想としては，
出来得る限り間接費の多数を彼等が直接に関係ある幾多の中心点に分ち，
是等の中心点毎に関係製品への配賦をなすにあり 18)」と述べて，間接費の直
接費化傾向の論理を指摘していることである。
かくして，機械率配賦法はつぎの三種類あると吉田教授はいう 19)0
(1)旧機械率配賦法
(2)新機械率配賦法
(3)予定機械率配賦法
(1)(2)については説明の必要性はないであろう。ただ(3)について， 吉田教
授は， これは一種の見積機械率を算定し， これをもって間接費を配賦する
ことであると語っている 20）。したがって，見積が重要なポイントとなる。し
かし， 見積と実績とが一致することは一般にほとんどない。そこで，期末
になって，実績と予定（見積） の原価およぴ作業時間が明らかになったさ
い，予定配賦額を実際の配賦額と一致せしめるため訂正・整理する必要が
ある。 このために補充率として知られる補充的機械率を使用すると吉田教
授は主張する 21）。しかも吉田教授は二個の補充的機械率を必要とするとい
、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、
う。すなわち，「ーは見積作業時間数が実際の時間数と相違あるに基く配賦
、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、
の差異を訂正するための補充率にして，若し予定機械率を定むるに当り各
、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、
機械の作粟し得べき最大時間数を以て其作業時間数と見倣せる時には，此
補充率は即ちアイヅル，タイムに対する補正手段たるなり。二は機械に係
る間接費の見積額が其実際額と麒甑せるに基く配賦の相違を訂正するため
の補充率たり。蓋し此方法は機械の作業時間数と其経費との両方に仮定見
、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、
積あるが故，自然此両方面より訂正整理をなす為め斯く二個の補充率を要
18)吉田良三著『前掲書』 170ページ。
19)吉田良三著『前掲書』 171ページ。
20)吉田良三著『前掲害』 184ページ。
21)吉田良三著『前掲書』 185-187ページ。
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するや明かなり。 22)」と。要するにアイドル・タイムの補充率を＊ー補充率
とし，予定配賦額と実際配賦額との過不足額を訂正するための補充率を＊
二補充率とする，という提案である。かかる提案がチャーチの「補充率」
理論から影響を受けていることは間違いないであろう。
ところで，二組の補充率をもって各製品を補正するのは非常に手数がか
かり，また煩雑である。そこで，これに代わって他の簡便法を用いて調整
する方法があると吉田教授はいう。それは間接費の差異額を準備金勘定を
もって処理しようとするものである23)。これについてはアメリカですでに
議論されており 24)，吉田教授はそこからヒントを得て主張しているものと
思われる。
なお，大規模の製造業において，工場の製造部門が多数に分かれ，種々
の異なる製品が製造され，各部門の作業が異なる場合，各部門に適用する
配賦法は異なることが必要となる。かくして，部門によって配賦法が異な
り二種または二種以上の配賦法を使用することがあるとも吉田教授は述べ
ている。 25)
また．工場の繁閑により，同一製品の原価がたえず変動する場合．むし
ろ工場がノーマルの活動状態を想定して固定的配賦率を採用することを吉
田教授は主張している。そして実際との差額を準備金勘定でもって調節す
ることを提案している26)。
さて，さきに部門別計算について吉田教授が言及していることを述べた。
そこで．部門別計算について吉田教授の見解をみてみよう。吉田教授はい
22)吉田良三著「前掲嘗』 187ペー ジ。
23)吉田良三著「前掲書』 195-196ペー ジ。
24)チャーチの補充率をめぐる論争，および準備金勘定で処理する問題等については．
さしあたりガーナーの「原価計算の発展』（第 5章第5節）が参考になる。 (Garner,
S. P., Evolution of Cost Accounting to 1925, Alabama, 1954, p.201 -p.243，品田・
米田・園田・敷田共訳『原価計算の発展』一粒社．昭和33年， 336-408ペー ジ。）
25)吉田良三蒋「前掲書』 199ペー ジ。
26)吉田良三著「前掲書』 200-202ペー ジ。
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う。「間接費を各製品へ公平に配賦するが為めには，各部門に付別々に其配
賦率を見出し之に依て部門毎に間接費配賦額を計算するにあり。・之が為め
に……先づ間接費を各製産部門又は各作業工程に分ち，所謂間接費の部門
、、、、、、、、、、、、、、、、
別分割をなすこと必要なり。斯の如く間接費が一旦各製産部門に配分され
、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、
各費用がそれぞれ其発生に関係ある場所へ集められたる上，更に各部門内
、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、
にて通過する製品に対し其部門の間接費を配賦することにより弦に始めて
、、、、、、、、、、、、、
公平なる配賦が行はるるなり。 27)」と。では具体的にどのように部門別計算
おおむね今日の部門別計算をすでに大正をするのか。吉田教授の説明は，
6年 (1917年）段階において述べている。すなわち，製造部門，補助部門
の設定，部門個別費の賦課と部門共通費の配賦，補助部門費の製造部門へ
の配賦等々を詳述している28)0
吉田教授は『工場会計』公刊の翌年大正7年 (1918年）に『エ
業簿記』を刊行している。甚本的な思考は『工場会計』
だ，間接費には固定費(Fixedcharges)と称するものと，作業費(Operating
charges)と称するものがあると述べていることは注目しておいてよい。前
ところで．
と同じである。た
者は「工場の土地建物機械器具其他設備に係る地代又は家賃，税金，保険
料，減価償却等の間接費」29)であって，「縦令生産が停止さるるも是等資産
の存在する限りは生産作業が行はるる場合と同様に発生して更に減少せざ
る故29)」のものである。後者は「建物機械其他設備に係る修繕費，燈火費，
暖床費及間接工賃，職工監督費，工場消耗品，燃料等の間接費細」であって，
「工場が活動し作業が行はるるに伴ひ発生するものにして，若し工場の作
業が一時停止さるれば是等の費用も亦発生が停止さるるもの30)」である。
このような間接費の配賦法について，吉田教授はつぎの三つの方さて，
法を述べている31)0
27)吉田良三著「前掲書J135-136ページ。
28)吉田良三著「前掲書』 134-148ページ。
29)吉田良三著「工業簿記』 37ページ。
30)吉田良三著「前掲書J37ページ。
31)吉田良三著「前掲書』 38-48ページ。
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(1)の直接労銀標準配賦法は，吉田教授の前著では直接工賃標準法に照応
するものであって，今日の直接労務費法である。 (2)の直接労働時間標準配
賦法は，同様に前著では労働時間標準法に対応するものであって，今日の
直接労働時間法である。 (3)の機械至費率標準配賦法は，やはり前著でいう
機械率標準法に照応しており，今日機械時間法と称しているものである。
そのさい，この機械時間法は科学的機械時間法を吉田教授は説いているこ
とに注意しなければならない。
また，以上の三方法以外に，原料標準配賦法と原料労銀標準配賦法につ
いても言及している 32)ことを指摘しておきたい。さらに部門別計算につい
ても説明している。 33)
さて，高塚 栄訳著『製造業と原価計算法』をみてみよう。本訳著はプ
ンネルの著者 CostKeeping for Manufacturing Plants, 1911年の抄訳で
ある。
本訳著はもちろん間接費という用語を用い，この間接費を正確に割当て
るのが工場の場合最大要件である，と述べている34）。しかし，具体的には「エ
場費の按配法35)」という章においていわゆる間接費の配賦を論じている。
工場費の配賦法について，本訳著はつぎの三方法を述べている 36)。
(1)素原価歩合算定
(2)賃銀に対する歩合法
(3)時間に対する歩合法
32)吉田良三著「前掲書』 47ページ。
33)吉田良三著『前掲書』 48ページ。
34)高塚栄訳著『前掲書』 45ページ。
35)高塚栄訳著『前掲書』 167-176ページ。
36)高塚栄訳著『前掲書』 169-175ページ。
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(1)は直接原価法，（2）は直接労務費法，（3）は文面から理解するかぎり直接
労働時間法とそれぞれ解して大過なかろう。
本訳著は，これら三方法の利用範囲が限定さているとして，複時間歩合
法を提唱している。複時間歩合法とは，「各自の作業原価を基礎として数種
の機械に各異なる歩合を算定することの出来る方法である切」という。
ところで，中西新兵衛著『工業会計精義』をみてみることにしよう。
中西教授は，間接費とは「当該製品に直接賦課し得ざる費用にして，何
等かの方法を以て配賦すべき間接的諸費用なり。……，従って原価計算の
確否は一に係って間接費の配賦如何にありとも謂ひ得べきなり。38)」とい
う。しかして，間接費を製造間接費と一般間接費とに分類している。39)
また，このように分類した間接費を，中西教授は固定費と不定費とに分
けている。固定費とは「発生の多寡は殆んど一定不動にして，作業の繁閑，
生産の多少等に依りて増減せらるることなき費用血」であるという。一方，
不定費とは「作業の繁閑及ぴ生産の多少等に依りて，其金額が不定にして，
増減の原因が主として之等の関係にて左右せらるるもの40)」であるという。
しかして，不定費はさらに作業費と助成費とに分類されると中西教授はい
う。ここで作業費とは「製品の製造に関連して発生する費用40)」であり，助
成費とは「製造を助成する為めに発生し，工場の便益の為め又は製造の補
助作用を為す為めに関連する諸費用40)」であるという。
ところで，問題の間接費の配賦について，中西教授は，まず，間接費の
部門別またはエ程別の配賦を主張している。これはたんに配賦を正確・公
平に行い，正確な製品原価の算定を期するのみならず，つぎのような効果
があるという。
第一は，「冗費の節約上に有効なる資料を供給することとなる。原価が部
37)高塚栄訳著「前掲書』 175-176ページ。
38)中西新兵衛著『前掲書』 22ページ。
39)中西新兵衛著『前掲書』 22-24ページ。
40)中西新兵衛著『前掲書』 163ページ。
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門別又はエ程別に計算せらるる為めに，生産上の漏洩浪費が何れの部門又
はエ程にあるかを，過去の統計又は能率原価と比較対照することに依りて，
之を明かに知り得るの利益り」がある，と中西教授は論じる。
第二は，「各部門又は工程に依り異なる配賦法を講ずること41)」ができる
という。つまり，各部門または工程の作業状態を考慮して，これに適当な
間接費の配賦方法を適用できるので，正確・公平な配賦が可能になる，と
いう主張である。
かくして，部門別計算によって，今日いうところの原価管理が可能にな
る，という中西教授の主張は注目に値いする。大正期の間接費計算論にお
いて，部門別計算による原価管理の効益を説いているのは，著書文献をみ
るかぎり中西教授ただ一人である。
ところで，部門別計算についての中西教授の論述は，今日の部門別計算
とその前半部分はほぼ同じであるといって大過ないであろう。つまり，原
価部門の設定，部門個別費と部門共通費の分類，そしてその直課と配賦等
を論じている42)。但し，補助部門費の製造部門への配賦等については説明が
ない。
さて，間接費の配賦法について，中西教授は六種の方法を述べている 43)。
すなわち，
(1)直接賃銀標準配賦法
(2)労働時間標準配賦法
(3)直接材料標準配賦法
(4)直接原価標準配賦法
(5)機械時間標準配賦法
(6)機械至費標準配賦法
(1)から(4)までは説明の必要はないと考える。問題は(5)と(6)とである。 (5)
41)中西新兵衛著『前掲書』 187ページ。
42)中西新兵衛著『前掲書』 188-198ページ。
43)中西新兵衛著『前掲書』 198-228ページ。
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の機械時間標準配賦法はいわゆる機械時間法のことである。一方，（6）の機
械至費標準配賦法は科学的機械時間法のことであって，上記(5)までの各種
配賦法の欠陥を克服しようとするものである。すなわち，「部門別又は工程
別に間接費の計算を為したる上に，更に之等部門間接費を各機械毎に適当
の配賦を行いて，各機械に掛りたる製品の各作業時間を基として，間接費
の配賦を為すときは，より正確公平に間接費を各製品に配賦することを得
べし。此配賦法を機械至費標準配賦法と称す44)」るのである。
なお，吉田教授の見解を紹介するさい割愛したが，吉田教授と同様に中
西教授も「機械至費率の算定に当りて，間接費配賦額の外に各機械につき
要したる直接賃銀及ぴ直接費用をも加へて機械至費率を算出する方法45)」
があると述べている。したがって，「材料以外の製造上の諸費用は間接費と
同様の取扱を受くることとなるなり。46)」
さて，『ほーきんす氏工場会計』において，原口教授はつぎのような間接
費の配賦方法について解説している。なお名称は筆者が便宜上つけたもの
である。
(1)直接原価法
(2)直接労働時間法
(3)直接労務費法
(1)は，「各製作に対する間接費の配賦高は，間接費総額の或直接費に対す
る歩合にて之を算すの」るものである。 (2)は，「製作に要せし職工勤務時間
数を以てす48)」るものである。 (3)は，「直接賃金を基として間接費を配賦す
る法49)」であるという。
ところで，原口教授は間接費の見積計算についてつぎのように解説して
44)中西新兵衛著『前掲書』 217ページ。
45)中西新兵衛著『前掲書』 224ページ。
46)中西新兵衛著『前掲書』 225ページ。
47)原口亮平解説『前掲書』 37-38ページ。
48)原口亮平解説『前掲書』 38-39ページ。
49)原口亮平解説「前掲書』 39-40ページ。
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いる。すなわち，「是等の費用は間接なる費用たるにより，各製作に之を配
賦するには，勢ひ見積計算に依らざるべからず。而して其の計算は新規開
、、、、、、、、、
業の場合に在りては，之に類似せる他の営業の経験に自己の特徴を加味し
て之を定め，否らざる場合には，既往の経験によりて之を定むべし。蓋し
、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、
間接費の配賦は，其の会計年度の終了，即ち間接費総額の決定せらるるま
、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、
で，其の延期を許さざるものにして，原価は製作完了と同時に其の決定を
、、、、、、、、
要するものなれば，斯る計算方法を必要とするなり。50)」
なお，原口教授は機械率についても論述していることを追記しておこう。
その要諦は，「運転時間総数を計算し，之を以て機械の原価及び其の維持費，
運転費見積高の総額を除して其の商を機械率 (MachineRate)又は時間率
(Hourly Rate)とすm」るのである。その他，一括配賦法よりグループ別
配賦法，また実際配賦率より正常配賦率の優位性をそれぞれ論じている 52)0 
橋本良平著『近世工業簿記』をみることにしよう。橋本教授は製造間接
費を工場諸掛といっている53)。そして，この工場諸掛の配賦法について，（1)
直接材料費法，（2）直接労務費法，（3）直接原価法，（4）製造時間法，（5）機械至
費率法，の五つをあげている54)。（1)(2)(3)は，橋本教授が，「原料の高のみに
比例せしむるもの，労銀の高のみに比例せしむるもの，原料及び労銀の合
計高に比例せしむるもの55)」という文言を筆者が前記のように表記したも
のである。 (4)は，「製造時間の長短に比例して配布するもの55)」と橋本教授
はいう。したがって，直接労働時間法と推論して大過ないであろう。一方，
(5)は，「機械至費率に比例して之を配布するもの56)」と述べている。ここで
機械至費とは，機械自身の諸至費，機械が据えつけられている建物の諸至
50)原口亮平解説『前掲書』 36-37ペー ジ。
51)原口亮平解説『前掲書』 94ペー ジ。
52)原口亮平解説『前掲書』 91-94ペー ジ。
53)橋本良乎著『前掲書』 20ペー ジ。
54)橋本良平著『前掲書』 22-25ペー ジ。
55)橋本良平著『前掲書』 23ペー ジ。
56)橋本良平著『前掲書』 24ペー ジ。
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費，機械運転に要する人件費その他直接機械にかかわる諸至費をいう。
しかして，「今是等諸掛は各種の機械によりて金額同ーならず，而して各種
製品の製造に，各種機械を如何なる程度に於て使用するか計量し其割合に
より右諸掛を配布するもの56)」であると橋本教授は説明している。したがっ
て，科学的機械時間法を指しているものと推察される。
さて，茂木英雄著『工業簿記』をみてみよう。茂木教授は製造間接費を
工場費と称している。すなわち「原価構成ノ間接費用タル工場費卜営業所
費トノ両者ハ其生産品ノ全体ニカカハル費用ニシテ原料賃銀ノ如ク特定品
ノ生産又ハ分課二対シテ使用サルルモノニアラズ57)」という。また「此等ノ
両者ノ費用（工場費と営業所費とのこと~ハ原価ヲ計算スルニ
当リテ如何ナル標準ニヨリテ又如何ナル割合ヲ以テ各製産品二配賦ルベキ
カノ困難ナル問題ヲ生ズ従ッテ原価計算ニッキ真二研究ヲ要スルモノハ賦
課法ナリ 58)」と強調している。
ではどのような配賦方法を茂木教授は主張しているのであろうか。茂木
教授はつぎの四種を述べている 59)0
(1)直接労務費法
(2)直接労働時間法
(3)機械時間法
(4)直接原価法
(1)は「賃金二比例スルモノ 60)。」（2)は「製作二費サレタル労働時間二比例
スルモノ 61)。」（3)は「機械使用率ニョルモノ。 61)」（4)は「賃銀と原料品代ト
ノ和即チ索価ヲ基トスルモノ 62)」であると茂木教授はいう。
ところで，茂木教授は以上四つの配賦方法を述べた上で，配賦基準とし
57)茂木英雄著『前掲書』 29ページ。
58)茂木英雄著『前掲書』 29-30ページ。
59)茂木英雄著『前掲書』 30-35ページ。
60)茂木英雄著『前掲書j30ページ。
61)茂木英雄著『前掲書』 31ページ。
62)茂木英雄著『前掲書』 32ページ。
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ては，「現二進行シッツアル年度二於ケルコレ等ノ各数字ヲ知ルコト殆ド不
可能ナルガ故コレ等ハ過去ノ統計ニョリテ其概数ヲ知ルヨリ外ナシ従ツテ
各項目ニッキ可成的公乎二近キ数字ヲ得ル様ニイヅレモ最近二於ケル過去
数年間ノ平均額ヲ見出シシカル後ニコレ等相互ノ比率ヲ計算シ之ヲ標準卜
シテ其賦課ヲ定ムベシ62)」と主張している。さらに，「比較的欠点少ナキ賃
銀ヲ基礎トスルモノ労働時間ヲ基礎トスルニ主義ヲ併用シ各主義ノ欠点ヲ
バ相互二他ノ主義ニヨリテ補フコトトナスヲ最モ優レルモノトス63)」とも
述べ，配賦基準の複数使用を茂木教授は強調している。
最後に，柳楽健治著『工業簿記講義』をみてみよう。柳楽教授は製造間
接費の配賦方法としてつぎの三つをあげている 64)。
(1)直接労銀標準配賦法
(2)労働時間標準配賦法
(3)機械蚤費率標準配賦法
(1)は「Percentageon Productive -Labour Methodとも云ひ一定の製
造に於て要したる直接労銀と間接費総額とを捕へ来り前者を以て後者を除
し一つの歩合を算出し以後何時の製造に於ても間接費を此歩合に依りて負
担せしめんとするものなり。 65)」今日の直接労務費法に照応しよう。
(2)は「ProductiveHour Methodとも云ひ直接労働時間即ち生産的の時
間の長短に準じて間接費の配賦を為さんとするものなり。 66)」したがって，
今日いうところの直接労働時間法である。
(3)は「ProductionCenter Method又は MachineHours Methodと云ひ
或はScientificMachine Rate Methodとも云ひ専ら機械の運転時間を標
準に取りて間接者の配賦を為さむとするものなるが故に近時漸く機械の利
用大ならむとするに至り本法の適用当に旺盛ならむとす切」と柳楽教授は
63)茂木英雄著「前掲書』 34ページ。
64)柳楽健治著『前掲書』 173-184ページ。
65)柳楽健治著「前掲書』 173ページ。
66)柳楽健治著『前掲書』 175ページ。
67)柳楽健治著『前掲書』 176-177ページ。
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説明している。したがって，科学的機械時間法といってよかろう。
なお，以上三種の他に，柳楽教授は(1)第一原価標準配賦法 (Percentage
on Prime Cost Method), (2)生産高標準配賦法 (Quantityof Output 
Method), (3)販売時間標準配賦法 (SoldHours Method)について述べて
いるが紙幅の関係から紹介を割愛する。 68)
I 若干のコメント
以上，大正期において刊行された工業簿記や原価計算に関する著書九点
を，製造間接費の配賦法を中心にして紹介してきた。
みられるように，製造間接費についてほとんどの論者が認識している。
またこの製造間接費には変動費的なものと固定費的なものとがあることに
ついても認識しているようである。問題はこの製造間接費の配賦について
である。
いま，各論者の配賦法をまとめてみると，第一表のようになろう。直接
労務費法と直接労働時間法については各論者とも論じていることにきがつ
くであろう。また，機械時間法と同時に科学的機械時間法について意外に
も多くの論者が紹述していることも注目に値いする。もっとも科学的機械
時間法と断定するのに賭躇をおぼえながらも分類したものもある。この点
今後さらに検討を加えていきたいと考える。
さて，科学的機械時間法は周知のようにチャーチによって提唱されたも
のである。しかし，チャーチの提案は，本質的には予定機械率を媒介とし
て製造間接費を配賦するものであった。したがって，予定頷と実際額との
差異が生じることから，補充率をもって第二次配賦をするという主張が同
時に存在していた。この点,大.iE期のわが国において，はっきりと認識し
ていたのは吉田良三教授のみのようである。なお，旦訳書も同様に認識し
68)柳楽健治著「前掲書』 182-184ページ。
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註
1
．
製
造
に
使
用
さ
れ
る
諸
機
械
を
一
律
に
取
り
扱
い
、
機
械
の
運
転
時
間
の
み
に
基
づ
き
配
賦
計
算
す
る
方
法
。
註
2.
機
械
の
種
類
、
性
能
、
大
き
さ
、
価
額
等
に
よ
り
、
そ
の
使
用
機
械
を
い
く
つ
か
の
グ
ル
ー
プ
に
分
け
、
そ
の
グ
ル
ー
プ
ご
と
の
配
賦
率
を
算
定
し
配
賦
計
算
す
る
方
法
86 (326) 第 42巻第 4 号
原価の算定目的以外に，製造間接費計算の目的をあげているのは中西新兵
衛教授である。つまり，冗費の節約，生産上の漏洩浪費の回避等いわゆる
原価管理目的ともいうべき目的を指摘しているのである。
ところで，正確なる製品原価の算定目的といえども，部門別計算をする
ことによって正確性が高まることはいうまでもない。大正期において，部
門別計算を初めて正面から論じたのは吉田教授である。つづいて中西教授
ということになろう。しかし，部門別計算についての叙述は大正期におい
ては少なく，昭和期を待たざるをえないのである。
IV 結言
冒頭にも述べたように，わが国の工業会計発達史（論）の研究は少ない。
しかし，今Hわが国の国際社会における位置あるいは立場を考える時，な
おざりにすることはゆるせないであろう。本小文はかかる問題意識をもち
つつ，大正期における工業会計発達史論を著書文献に限定して考察した。
いや考察というより資料の紹介を主としてきた次第である。今後，これら
の資料を検討．吟味して，大正期における工業会計発達史論を展開したい
と念じている。そのためには著書文献の資料のみならず，雑誌等に論文の
かたちで公表されている文献をも渉猟して考究を加えていきたい。
（本稿はもともと資料として草したものであるが，本号の性格上論文とした。また，
本稿は平成9年度帝塚山学園学術・教育研究助成金による研究成果である。）
